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⑧ マフラー性能等確認制度の導入効果について 
 
 

環境研究領域   ※宝渦 寛之  坂本 一朗  田中 丈晴  村上 孝行 
 
 

１．はじめに 
マフラー性能等確認制度（以下、マフラー確認制度）

とは、交換用マフラー市場において、有効な騒音防止

性能を有するマフラーが適切に選別される環境を整

備すること等を目的とし、マフラーの性能が規制値以

下であることが確認されたマフラーに対して「性能等

確認済表示」を表示する制度のことである。 
当所ではこれまで、当該制度の策定に資する調査研

究を行い、制度施行後には、マフラー確認制度を通過

し市場に流通するマフラーが、試験時の性能を有した

ものであるか、抜取り調査を行ってきた。本稿では、

これまでに当所の取得したデータを制度施行の前後

において比較することにより、マフラー確認制度の導

入効果を探ることを目的とする。 
 

２．マフラー性能等確認制度概要 
使用過程車の騒音対策については、これまで、車検

場での検査や街頭での近接排気騒音試験による取締

りが行われてきた。しかし、車検時のみ適正なマフラ

ーへ交換したり、近接排気騒音は規制値以下にも関わ

らず走行中に大きな騒音を発したりする車両が存在

した。また、図 1 にあるマフラーのように、内部騒音

低減機構がビスで止められているだけであるため、容

易に取り外すことができるものが存在するなど、交換

マフラーに係る対策が不十分であった。 
マフラー確認制度は、交換用マフラーに加速走行騒

音を有効に防止することを義務付けるべく、平成 22
年 4 月より施行された。対象は、平成 22 年 4 月 1 日

以降に製造された車両が対象となり、乗車定員 11 人

以上または車両総重量が 3.5 トンを超える自動車、大

型特殊自動車、小型特殊自動車に備える消音器は対象

外となる。 
マフラー確認制度において実施する試験項目は、

TRIAS30 の別添 40 にある加速走行騒音試験のみと

なり、その規制値は、82dB（原動機付自転車におい

ては 79dB）となっている。図 2 に、加速走行騒音試

験の様子を示すが、試験は図のように TRIAS30 に対

応したテストコースでの試験を行うこととなる。な

お、加速走行騒音試験の結果が、新型自動車の型式審

査時の規制値を超えない場合、マフラー認証番号の末

尾に”S”の文字がつき、消音性能の高いマフラーで

あることを判別可能となっている。この認証番号は、

認証済みマフラーに取り付けられるプレートに刻字

されており、ユーザーが純正品並みに静かなマフラー

を選択可能な形となっている。また、騒音試験とは別

に、マフラーの構造を目視にて確認し、内部の騒音低

減機構を容易に除去できる機構ではないことを確認

ビス止めのみ

内部騒音低減機構

マフラー

図 1 騒音低減機構が容易に取外し可能な

マフラーの例 

 

 

CVbaLWA  log             (1) 
ここで、LWAは音響パワーレベル、V は速度、a は車

種毎に与えられる定数、bは速度依存性を表わす定数、

C は各種要因による補正項である。式（1）中の車種

依存定数 a を、ASJ モデルの値と本研究から得られる

値を比較し、双方のデータの差異の有無を検討した。

回帰式の作成方法としては、ASJ モデルと同様に、速

度依存項の定数 b を 30 とし、解析した各パワーレベ

ルを 50km/h に移行し、その時の音響パワーレベルの

パワー平均から、定数 a を決定した。補正項 C につ

いては 0 とした。解析結果の一例として、本研究にて

得られた、乗用車の個々の速度と音響パワーレベルの

関係を図 2 に示す。個々の車両の音響パワーレベルが

幅広い速度にわたり分布しているが、車種ごとにデー

タを取りまとめ、なおかつ交換用マフラー着用車等を

除外しているため、速度依存性を大きく外れるデータ

は存在しないことがわかる。また、同図中には、ASJ
モデルの回帰式と本解析から得られた回帰式を併記

しているが、定数 a の差は 1.3dB であり、両者に大き

な差はみられないことがわかる。他の車種についても

同様の操作を行い、定数 a を比較して表 2 に示す。こ

のASJ モデルの音響パワーレベルは、1998 年版の予

測モデルのために計測されたものである。そのため、

ほとんどの車両が現行規制よりも一段階前の規制値

（それぞれの車種において 2dB の差）に対応した車両

であると考えられるが、2008～2010 年にかけて得ら

れた今回の測定結果と比較して、ほとんど違いは認め

られないことが確認された。 
 なお、二輪車については、2008 年版のASJ モデル

から新たにパワーレベル式が追加されたため、過去の

データがなく、規制強化の効果を検討することはでき

なかった。 
 

４．おわりに 
規制の効果が明確に現れない理由として、試験法で

の評価方法と実際の街中での走行状態に乖離が生じ

ていることが挙げられる。現行の試験法では、アクセ

ルを全開にした状態に発せられる騒音の評価を行う

が、現在の車両では、排気量の小さな二輪車や大型車

などを除き、一般の街中を走行する際に、アクセルを

全開にすることはほとんどない。このような車両状態

の乖離のため、試験時のみ騒音が下がるような車両も

存在する(2)ことから、市街地の走行実態を踏まえた試

験法が臨まれる。国際的にも同様な認識のもと、市街

地での走行実態を踏まえた新たな加速走行騒音試験

法について、すでに試験法についての議論は終了し、

規制値について検討が行われているところである。国

内においても、環境省、国交省主導のもと、新たな試

験法の国内導入に向けて、検討作業が行われている所

である。この中で当所は、両省からの委託調査という

形で、検討に資するための調査・研究を行っている。

また、今後、本研究にて得られたデータをもとに、単

体騒音試験にて取得したデータから道路交通騒音を

予測可能なシミュレーションモデル構築の予定して

おり、新たな試験法の適切な規制値選定の一助となる

と考えられる。 
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図 2 車両単体の音響パワーレベル（乗用車） 

昼間（6～22時） 67dB 73dB 74dB 70dB 75dB
夜間（22～6時） 66dB 72dB 73dB 65dB 70dB

全体 67dB 73dB 74dB

府中街道 山手通り 国道16号 環境基準 要請限度

表 1 騒音測定結果 

表 2 車種依存定数の比較 

解析結果 ASJ RTN-Model
大型車 54.9 54.4
中型車 51.6 51.5

小型貨物車 45.9 47.6
乗用車 47.7 46.4

車種
車種依存定数：a
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⑨ 交通システムの車両・設備に関わる 
安全性評価の標準化について 

 
交通システム研究領域   ※林田 守正  廣瀬 道雄  吉永 純  長谷川 智紀  工藤 希 

 
１．はじめに 

わが国における軌道系交通システム、およびその車

両、設備に関わる技術評価は、国が定める技術基準に

準拠するだけでなく、鉄道事業者独自の考えで行われ

てきた。また安全性については、わが国の鉄道の長年

にわたる極めて高度な安全の実績を背景とした評価

が行われてきた。しかし急速な国際化の流れの中で、

従来わが国には馴染みが薄かった RAMS や数値管理等

の概念に基づく国際規格が成立するようになってき

た。本報告では、これまで交通安全環境研究所（以下

「当所」という）による車両・設備に関する安全性評

価を総括し、国際規格との整合を前提とした評価手法

の標準化について述べる。 

２．交通安全環境研究所による安全性評価 
２．１ これまでの経緯 
 当所は、これまで公正中立な第三者機関（以下「第

三者」という）として、先進的な公共交通システムの

実用化、あるいは新技術の導入に際して、各分野や段

階における安全性評価を実施してきた。その事例を表

1に示す。青字は2000年以前、赤字はそれ以降の評価

事例である。 

 鉄道事業者が既存システムの改良や海外製品の導

入を行う際には、所管の運輸局への届出と、それに先

立つ安全性の証明が必要となる場合がある。また、全

く新しいシステムや技術が導入される際は、開発段階

から国土交通省鉄道局がオブザーバ参加し、評価は委

員会または第三者が行うケースがある。当所は第三者

の一つとして、従来は主にこのような国内向けの安全

性評価に携わってきた。これらの安全性評価は主に国

内の鉄道事業を対象とするものであり、長年にわたっ

て培われたわが国の鉄道システムの高水準な安全性

の実績を背景とし、国際規格を参照、考慮しながらも、

国内技術基準への適合や従来と同等以上の安全性の

確保を主眼とした評価を行ってきた。 

表1 交通安全環境研究所が実施してきた安全性評価事例（索道関係・事故調査は含まない） 

設計のみ
試作車両・機器あり

（単体、試験線による試験）
運用開始前

（実路線での走行試験等）
運用後の改良等

全体システム
（車両・軌道・信号）

･新交通システム
・常電動磁気浮上鉄道
・リニア地下鉄
・IMTS（バス型磁気誘導鉄道）
・外国製ゴムタイヤトラム
・ｺｰｽﾀｰ型軽量軌道ｼｽﾃﾑ
・各種新方式交通システム

*海外向けLRT

・アプト式鉄道
・ガイドウェイバス
・国内空港APM

・ロープ駆動式モノレール
・LRT

・都市鉄道速度向上
・勾配区間の駅停車
・ローカル鉄道速度向上

・ガイドウェイバス
・常伝導磁気浮上鉄道
・地上一次ﾘﾆｱ試験装置
・IMTS
・安全性の定量的評価法
・外国製ゴムタイヤトラム
・ｺｰｽﾀｰ型軽量軌道ｼｽﾃﾑ

車両

・小径車輪付LRV用ブレーキ
*新交通車両ﾌﾞﾚｰｷ制御ﾕﾆｯﾄ

・一軸台車
・軌間可変台車
・独立回転車輪付LRV

・各種操舵台車
・新交通ｼｽﾃﾑ用新方式台車

・海外技術超低床LRV ・車両検査周期見直し
・新規車両導入
・LRV付属品改良

・VVVFｲﾝﾊﾞｰﾀのﾌﾞﾚｰｷ制御
・地上一次ﾘﾆｱﾓｰﾀｶｰ保安設備
・車両検査周期見直し

・試験、測定国際標準化動向

軌道／構造物

・レール波状摩耗対策
・ﾘﾆｱ地下鉄ﾘｱｸｼｮﾝﾌﾟﾚｰﾄ改良

・ﾌﾟﾛｰﾌﾞ車両ｼｽﾃﾑ
・地上輪重/横圧測定法
・脱線係数の常時観測

機械設備／電力

・モノレール給電線配置変更
・ホーム可動ステップ

・海外技術LRT用新型軌道
・輸入摩擦型終端車止め

信号保安／

列車制御システム

・改良版電子連動装置
*空港内APM用列車制御ｼｽﾃﾑ
*高速鉄道用空間波方式CBTC
*無線測距方式CBTC
*近接通信方式CBTC
*CBTCソフトウェア基本構造
*車軸検知装置

*電子連動装置輸出先対応
*電子連動装置機能付加

・常伝導磁気浮上鉄道速度計
・次世代障害物検知システム
・衛星利用ATP閉塞システム

・民鉄向高機能ATS
・民鉄向ATC

・車載型画像解析応用地上設備予防
保全ｼｽﾃﾑ（当所開発）

・輸入LRT用信号保安ｼｽﾃﾑ
*海外高速鉄道路線信号ｼｽﾃﾑ

・踏切制御システム改良 ・特殊自動閉塞システム
・無絶縁軌道回路
・ATC模擬試験
・衛星測位利用運行管理
・CBTC

ＥＭＣ

・常伝導磁気浮上鉄道漏洩磁界 ・鉄道車両からの漏洩磁界 ・実車ﾌｨﾙﾀﾘｱｸﾄﾙ用遮蔽材 ・磁界測定法
・磁界影響評価
・交流磁界遮蔽
・ﾘﾆｱﾓｰﾀ鉄道からの漏洩磁界
・鉄道の磁界に対するEMC

注）LRV：次世代型路面電車　LRT：次世代型路面電車システム　ＣＢＴＣ：無線式列車制御システム　　ＡＰＭ：自動運転ゴムタイヤ式輸送システム　　EMC：電磁界影響両立性
　　青文字：2000年以前　　赤文字：2001年以降　　　　*は国産技術の海外展開案件

開発段階 実用段階
技術基準、標準仕様策定、

評価手法検討に相当するもの

 

 

する必要がある。このため、図 1 に示したようなマフ

ラーは、認められない。 
 

３．調査方法および調査結果 
３．１．交換用マフラー選定方法 
マフラー確認制度以前は、大きく分けて①JASMA

認定マフラー（四輪車用）および JMCA 認定マフラ

ー（二輪車用）、②保安基準適合品、③一般公道の走

行不可（主にレース用として販売）の 3 つの区分があ

った。①JASMA/JMCA 認定マフラーとは、一種の業

界の自主基準であり、日本自動車マフラー協会

（JASMA）および全国二輪車用品連合会（JMCA）が、

それぞれ独自の基準を設け、会員メーカーの商品性能

について認定を行ったものである。②および③につい

ては、各メーカーの自主判断で商品に記載されていた

ものである。ここでは、①～③の全てのマフラーを対

象とした。表 1 に今回使用した交換用マフラーを示

す。 

 
３．２．調査結果 
結果を図 3 に示す。図は、横軸に加速走行騒音試験

の測定値から、各車両に対するマフラー確認制度の規

制値を差し引いた値を示し、縦軸には近接排気騒音試

験の測定値からマフラー確認制度における規制値を

差し引いた値を示している。また、図中の赤線は、そ

れぞれの規制値を示している。この図によると、マフ

ラー確認制度導入前では、加速走行騒音および近接排

気騒音とも規制値を超えるマフラーが存在していた

が、マフラー確認制度導入後は、加速走行騒音の試験

が義務づけられたため、加速走行騒音はもとより、近

接排気騒音試験の結果も総じて小さくなっているこ

とがわかる。特に、二輪車については、制度導入前後

の騒音値の変化が顕著であることがわかる。なお、近

接排気騒音の結果が規制値を大幅に超過している 2
本のマフラーは、③一般公道の走行不可であったこと

から、マフラー確認制度導入前においても、①および

②のマフラーについては、近接排気騒音は概ね満たし

ていたものと考えられる。 
 

４．おわりに 
 マフラー性能等確認制度について、制度導入による

流通マフラーの製品性の変化を調べるべく、交換用マ

フラーの抜取り調査を行い、性能評価を行った。その

結果、マフラー確認制度を通過したマフラーは、制度

導入前のものと比べ、加速走行騒音が小さくなってい

ることが確認された。特に、二輪車において、その効

果が顕著に見られた。また、現在、TRIAS30 を改正

すべく、新たな加速走行騒音試験について検討中であ

り、二輪車については、新たな試験法の導入が決定さ

れている。このような中、平成 24 年 4 月に環境省よ

り発行された「今後の自動車単体騒音低減対策のあり

方について（第二次答申）」では、マフラー性能等確

認制度の項にて、”二輪車用マフラーについて、騒音

試験法の変更を考慮しつつ、必要に応じ騒音上限値等

の見直しについて検討する。”とあり、これらの検討

が今後行われるものと考えられる。このような中で、

当所は、環境省からの委託事業という形で、検討に資

する調査研究を行っているところである。 

図 3 加速走行騒音および近接排気騒音と   

マフラー確認制度規制値との関係 
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図 2 加速走行騒音試験の様子 

表 1 調査マフラー内訳 
制度施行後

JASMA/JMCA 保安基準適合 一般公道の走行不可 認証マフラー
四輪車 9 9 0 15
二輪車 3 5 3 7

制度施行前
車種


